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資料１

修正か所一覧

ページ

番号

本文（変更後）

新

ページ

番号

本文（変更前）

旧

２ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方

策

２ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保策

３ （以下「ニーズ調査」といいます。） ３ （以下、「ニーズ調査」という。）

３ （以下「実態調査」といいます。） ３ （以下、「実態調査」という。）

９ グラフ（出生数の推移、合計特殊出生率の推移） ９ グラフ（出生数の推移、合計特殊出生率の推移）

１１ （以下「保育施設」といいます。） １１ （以下、保育施設という。）

１１ （以下「認定こども園等」といいます。） １１ （以下、認定こども園等という。）

１５ 調査期間 １５ 調査機関

１８ けが １８ 怪我

１９ 市の子育てのしやすさ【就学前調査】 １９ 市の子育てしやすさ【就学前調査】

２３ １６歳から１８歳までの ２３ １６歳から１８歳の

２３ 郵送での配付 ２３ 郵送での配布

２３ 下記のとおり ２３ 下記の通り

２ ４ 、 ２
７、２８、
３０、３１

小学５年生 ２ ４ 、 ２
７、２８、
３０、３１

小学校５年生
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ページ

番号

本文（変更後）

新

ページ

番号

本文（変更前）

旧

３４ 環境づくり ３４ 環境作り

３５ 困難を抱えるとき ３５ 困難を抱える時

３５ 切れ目ない ３６ 切れ目無い

４０ 推察されます。 ４１ 推察される。

４１ （令和７年度～令和１１年度） ４２ （令和７年度から令和１１年度）

４１ （以下「提供区域」といいます。） ４２ （以下、「提供区域」という。）

４７ こどもまたはその保護者の身近な場所で、教育・保育

施設や～

４８ こどもまたはその保護者の身近な場所で、教育・保育

資質や～

４７ 子育てに関する様々な相談に対応し、妊娠期から子

育て期にわたる切れ目のない相談支援を実施してい

ます。

４８ 子育てに関する様々な相談に対応し、必要に応じてケ

アプランの作成を行います。

４７ 令和７年度以降は、児童福祉と母子保健の一体的な

相談支援等を行う「こども家庭センター」を設置し、子

育て世代包括支援センターの業務を引き継ぎます。

４８ 令和７年度以降は、こども家庭センターを設置し、子育

て世帯包括支援センターの業務を引き継ぎます。

４７ ○こども家庭センターにおいて、妊娠期から子育て期

にわたる切れ目のない支援体制の強化に努めます。

４８ ○こども家庭センターにおいて、妊娠初期から子育て

期にわたる切れ目のない支援体制の強化に努めます。

４８ 妊婦健康診査事業 ４９ 妊婦健診事業

４８ 現行どおり ４９ 現行通り
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ページ

番号

本文（変更後）

新

ページ

番号

本文（変更前）

旧

４９ 生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、

様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関する情報

提供を行うとともに、母子の健康状態や養育環境を把

握して保健指導や社会資源の紹介など必要な支援

につなぐ事業です。

５０ 生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、

乳児及びその保護者の心身の状況や養育環境の把

握を行い、子育てに関する情報提供を行うとともに、支

援が必要な家庭に対して適切なサービス提供に結び

つける事業です。

４９ 産後ケア事業 ５０ 産後ケア

４９ なお、当事業を利用できる対象範囲は、令和５年度ま

では「心身の不調があり、身近に支援者がいない産

婦」に限定していましたが、令和６年度から全ての産

婦が対象となっています。

５０ （追記）

４９ （削除） ５０ ※令和５年度までは対象が「心身の不調があり、身近

に支援者がいない産婦」のため、上表の数値は参考

値

５０ 支援を行います。 ５１ 支援を行っています。

５１ 小学６年生 ５２ 小学校６年生

５３ 病気や病気回復期のこどもについて、保護者が就労

等の理由で保育できない際に、

５４ 病気や病気回復期の児童で、保護者の就労等の理由

で、保護者が保育できない際に、

５５ １５人です。 ５６ １５人となっています。
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ページ

番号

本文（変更後）

新

ページ

番号

本文（変更前）

旧

５６、５７ 少年の主張大会の開催 市内の中学生が～ ５７、５８ 少年の主張大会の開催 市内の中学生（各代表２

人）が～

５９ 旧陸上競技場跡地 ６０ 陸上競技場跡地

５９ 自由に遊ぶことができる ６０ 自由に遊ぶことが出来る

６２、７６
令和５年度の教育指導専門員の配置人数は１０人

です。
６３、７７

令和５年度の教育指導専門員の配置人数は４人で

す。

６３ あるいはしたくともできないケースが多くなっていま

す。

６４ あるいはしたくともできないケースが多くなっておりま

す。

６３ 支援する周りの大人との信頼関係を構築していく過

程がこどもの社会性や人間性の伸長につながるとい

う視点で関わることが重要です。

６４ 支援する周りの大人との信頼関係を構築していく課程

がこどもの社会性や人間性の伸長につながるという視

点で関わることが重要です。

６８ また、新しい庁舎の建設にあたっては、地域子育て支

援拠点としての機能や、乳幼児健康診査、乳幼児健

康相談、こどもの発達に関する相談など母子保健事

業を実施するほか、こどもがのびのびと遊べる場所と

して利用できる子育て支援エリアを整備します。

６９ また、新しい庁舎の建設にあたっては、子育て支援エリ

アを設け、こどもがのびのびと遊んだり、地域子育て支

援拠点としての機能を備えるほか、定期健診の実施

や、こどもの発達に関する相談を安心してできる場所と

して整備します。

６９、７５ 新庁舎において子育て支援エリアを設けることから、

令和８年１０月より、～

７０、７６ 新庁舎において子育て支援エリアを設けることから、

令和８年度１０月より、～
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ページ

番号

本文（変更後）

新

ページ

番号

本文（変更前）

旧

６９ 各種の子育て支援サービス等が、利用者に十分周知

されるよう関係機関・民間施設等の協力を得て、市公

式ウェブサイト、子育てアプリのぼのぼや市公式

LINE、～

７０ 各種の子育て支援サービス等が、利用者に十分周知

されるよう関係機関・民間施設等の協力を得て、市公

式ウェブサイト、子育てアプリや市公式 LINE、～

６９ ※「子育て相談の実施」担当グループ

こども育成グループ 健康推進グループ

７０ ※「子育て相談の実施」担当グループ

こども育成グループ

７１ 令和６年度は民間保育施設及び公立保育所におい

て実施しています。

７２ 令和６年度は民間保育施設及び直営保育所において

実施しています。

７２ 本市では、こども達の学力向上を図るため、一人ひと

りに応じたきめ細かい指導、外部人材の活用、体験学

習などを進めています。

７３ 本市では、こども達の学力向上を図るため、一人ひとり

に応じたきめの細かい指導、外部人材の活用、体験学

習などを進めています。

７２ また、各小学校に学習指導員を派遣し、放課後に

「鬼っ子算数教室」を開催するとともに、デジタル教科

書やＡＩドリルを、授業をはじめ家庭学習でも活用する

ことにより、一人ひとりの理解度に応じた学習内容の

定着を図ります。

７３ また、各小学校に学習指導員を派遣し、放課後に「鬼

っ子算数教室」を開催するとともに、令和５年度からは

小学４～６年生を対象にオンライン演習教材を導入し、

従前より各学校で実施していた朝学習や家庭学習で

活用することで、基礎的な学習内容の定着を図ります。

７３ 地域のスポーツ活動促進のため、市内の小中学校の

体育館を利用団体の自主管理体制のもとで開放して

います。

７４ 地域のスポーツ活動促進のため、市内の小中学校等

の体育館を利用団体の自主管理体制のもとで開放し

ています。
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ページ

番号

本文（変更後）

新

ページ

番号

本文（変更前）

旧

７３ スポーツ・文化振興事業の推進 ７４ スポーツ振興事業の推進

７３ 小中学生を対象としたコンサートや広く市民を対象と

したスポーツ教室やスポーツ大会、文化芸術鑑賞事

業を開催し、市内に居住する児童生徒又は市内の学

校等に通う児童生徒がスポーツ・文化活動で全道や

全国、国際大会に参加する場合に要する経費の一部

を助成している一般財団法人登別市文化・スポーツ

振興財団のスポーツ及び文化事業を支援し、スポー

ツと文化の振興を図ります。

７４ 小中学生を含む市民を対象としたスポーツ教室やス

ポーツ大会の開催、市内に居住する児童及び生徒又

は市内の学校等に通う児童及び生徒がスポーツ活動

で全道や全国、国際大会に参加する場合に要する経

費の一部を助成している一般財団法人登別市文化・

スポーツ振興財団のスポーツ事業を支援し、スポーツ

振興を図ります。

７４ 郷土資料館での各種体験学習の実施 ７５ 文化伝承館体験学習の実施

７４ 伝統文化や地域文化への関心を高める学習活動の

場として、こどもが参加することができる体験やイベン

トを開催しています。こどもたちが様々な体験学習を

通して、楽しみながら学ぶことができるよう、今後も魅

力的な事業を企画します。

７５ 伝統文化や地域文化への関心を高める学習活動の

場として、こどもが参加することができる体験を提供し

ています。こどもたちが伝統的な生活文化や食文化、

昔の遊び等様々な体験学習を通して、楽しみながら学

ぶことができるよう、今後も魅力的な体験学習を実施

します。令和５年度の事業開催数は１５回です。

７５ けん玉やお手玉、めんこなど ７６ けん玉、お手玉やめんこなど

７７ 参加者数は２８人です。 ７８ 参加者は２８人です。
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ページ

番号

本文（変更後）

新

ページ

番号

本文（変更前）

旧

７９ ○幼児教育・保育の無償化などの負担軽減 ８０ ○ 幼児教育・保育の無償化、修学支援などの負担軽

減

７９ （前文削除）

すべての子育て家庭が希望する人数のこどもを持ち、

安心して育てられるよう、経済的な負担の軽減を図り

ます。

８０ 幼児教育・保育にかかる費用負担が、希望する人数の

こどもを持てない大きな理由の一つとなっていることが

考えられます。そのため、すべての子育て世帯が希望す

る人数のこどもを持ち、安心して育てられるよう、経済

的な負担の軽減を図ります。

８０ ○子育て家庭に対する医療費負担の軽減 ８１ ○子育て世代に対する医療費負担の軽減

８０ 子育て家庭の経済的な負担につながる医療費の軽

減を図るため、子ども医療費助成事業の対象者を１８

歳まで拡大するとともに、ひとり親家庭等医療費助成

事業による経済的支援を行います。

８１ 子育て家庭の経済的な負担につながる医療費の軽減

を図るため、子ども医療費助成対象者を１８歳まで拡

大するとともに、乳幼児等医療給付事業やひとり親家

庭等医療給付事業による経済的支援を行います。

８０ ※「子ども医療費の助成」

（一文削除）

８１ ※「子ども医療費の助成」

令和５年度の月平均受給者数は 3,387 人です。

８０ ※「未熟児養育医療の給付」

（一文削除）

８１ ※「未熟児養育医療の給付」

令和５年度の未熟児養育医療年間給付件数は４件で

す。
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ページ

番号

本文（変更後）

新

ページ

番号

本文（変更前）

旧

８１

本市では、こども家庭センターを設置し、子育て世帯

が地域で孤立することなく、誰もが安全・安心な子育

てができるよう、産前産後から子育て期を通じた切れ

目のない継続的な相談支援体制の充実を図ります。

８２
不妊症や不育症、出生前検査など妊娠・出産に関する

正しい知識の普及や相談体制の強化を図ります。

８１

特定不妊治療費（先進医療）等助成事業を継続

し、経済的負担の軽減を図ります。

相談体制としては、妊婦等包括相談支援事業や産

後のメンタルヘルス対策の実施、産後ケア事業の充

実を図ります。

また、乳幼児の発育・発達や健康の維持・増進、疾

病の予防の観点に加え、悩みを抱える保護者等を早

期に発見し、相談支援につなげるとともに、児童虐待

の予防や早期発見にも資するよう、乳幼児健康診査

等を推進します。

８２

産後ケア事業の提供体制の確保や養育者のメンタ

ルヘルスに係る取組を進めるなど、産前産後の支援の

充実と体制強化を行います。

本市では、児童福祉と母子保健の一体的な相談支

援等を行う「こども家庭センター」を設置し、産前産後

から子育て期を通じた切れ目のない継続的な支援を

提供できる体制を構築します。

妊娠期から、身近な場所で相談に応じ、多様なニー

ズに応じた支援につなぐ伴走型相談支援と経済的支

援を一体として実施します。

乳幼児の発育・発達や健康の維持・増進、疾病の予

防の観点に加え、悩みを抱える保護者等を早期に発

見し、相談支援につなげるとともに、児童虐待の予防

や早期発見にも資するよう、乳幼児健診等を推進しま

す。
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ページ

番号

本文（変更後）

新

ページ

番号

本文（変更前）

旧

８１ 産後３か月以内の ８２ 産後３ヶ月以内の

８２ 特定不妊治療費（先進医療）等助成事業の実施 ８３ 特定不妊治療費の助成

８２ 事業申請者数は４人です。 ８３ 事業申請者は４人です。

８２ 乳児家庭全戸訪問事業の実施 ８３ 赤ちゃん訪問の実施

８２、８９ 育児不安等を抱える保護者を支援します。 ８３、９０ 育児不安等を抱えな保護者を支援します。

８２ 社会資源 ８３ 社会支援

８５ 令和３（２０２１）年では ８６ 令和３年（２０２１年）では

８５

各種の支援につなげていくことが重要であることか

ら、すべての支援の出発点である「相談支援」を充実

させ、関係する機関が共通認識の下で、こどもの支援

の視点に立ち、教育、生活の安定、保護者の就労及び

経済的支援に取り組みます。

８６

各種の支援につなげて行くことが重要であることから、

すべての支援の出発点である「相談支援」を充実し、

関係する機関が共通認識の下で、こどもの支援の視

点に立ち、教育、生活の安定、保護者の就労及び経済

的支援に取り組みます。

８５

子育て当事者の日々の生活を安定させる観点から、

様々な支援を組み合わせて経済的支援の効果を高め

るとともに、当事者からの相談の内容に応じた支援制

度の利用を促していきます。

８６

子育て当事者の日々の生活を安定させる観点から、

様々な支援を組み合わせて経済的支援の効果を高め

るとともに、当事者からの相談の内容に応じた支援の

利用を促していきます。

８６ 主な事業 ８７ ★主な事業(再掲）

８６
教育訓練修了後、自立支援教育訓練給付金を支給

します。
８７

教育訓練終了後、自立支援教育訓練給付金を支給し

ます。
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ページ

番号

本文（変更後）

新

ページ

番号

本文（変更前）

旧

８６ 高等職業訓練促進給付事業の実施 ８７ 高等技能訓練促進給付事業の実施

８６
修業期間中の生活の安定のため、高等職業訓練促

進給付金を支給します。
８７

修業の期間中の生活の安定のため、高等技能訓練促

進給付金を支給します。

８８
こども基本法に加え、障害者基本法の趣旨を踏まえ、

障がいのあるこども・若者～
８９

こども基本法に加え、障害者基本法の趣旨を踏まえ、

障害のあるこども・若者～

８８
乳幼児健康診査の充実や事後相談体制の充実を図

るとともに、
８９

乳幼児健診の充実や事後相談体制の充実を図るとと

もに、

８９
※乳幼児健康診査の実施

乳幼児健康診査では、～
９０

※乳幼児健康診査の実施

乳幼児健診では、～

９０

※特別支援教育の充実

また、北海道教育委員会の特別支援教育パートナー

ティーチャー派遣事業を活用し、個に応じた指導の充

実に努めます。

９１

※特別支援教育の充実

また、室蘭養護学校及び室蘭聾学校の特別支援学

校コーディネーターや胆振教育局等と連携し、特別支

援教育体制の整備を行います。

９２ 日胆はまなす里親会 ９３ 胆振はまなす里親会

９２
本市の要保護児童対策の中で重要な役割を担って

います。
９３

当市の要保護児童対策の中で重要な役割を担ってい

ます。

９２
市の要保護児童対策地域協議会の支援ケースとして

いる児童及び世帯に対し
９３

市の要保護児童対策地域協議会の支援ケースとして

いる児童および世帯に対し

９３ 市公式ウェブサイトや市広報紙 ９４ 市公式ウェブサイトや広報紙
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ページ

番号

本文（変更後）

新

ページ

番号

本文（変更前）

旧

９４
町内会等や各中学校区健全育成団体などと協議・連

携を図り、関係団体の裾野を広げ
９５

町内会や各中学校区健全育成団体などと協議・連携

を図り、関係団体の裾野を広め

９６

また、企業版ふるさと納税等を活用し、日本工学院北

海道専門学校への支援を行うことで、本市における高

等教育の教育環境等の充実に取り組みます。

９７

また、「日本工学院北海道専門学校の支援を使途とし

た寄附」を受けた企業版ふるさと納税を原資とした補

助金を交付することにより、本市における高等教育機

関である工学院への支援を行い、若者に対する高等

教育の機会確保に繋げます。

９８

適当な相手にめぐり会えないことも影響しているもの

と考えられることから、出会いの機会・場の創出に対し

支援を行います。

また、結婚を希望する若い世代を経済的にバックア

ップするため、結婚に伴う新生活への支援を行いま

す。

９９

適当な相手にめぐり会えないことも影響しているものと

考えられることから、出会いの機会・場の創出に取り組

みます。

９８ （削除） ９９

○結婚に伴う新生活のスタートアップ支援の推進

結婚を希望する若い世代を経済的にバックアップする

ため、結婚に伴う新生活への支援を継続します。
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ページ

番号

本文（変更後）

新

ページ

番号

本文（変更前）

旧

９９

男女共同参画社会を実現するためには、男女平等

意識の市民への浸透や男女共同参画に関する理解

と認識を深めるとともに、意識を変革していくことが重

要です。男女共同参画意識の高揚を図るため市民団

体等と連携し、講演会等の啓発活動や学習機会の充

実に努め、男女共同参画の理念に関する理解と認識

を深めるとともにワーク・ライフ・バランスの実現に向け

て女性活躍推進法に基づく多様な視点から市公式ウ

ェブサイトや市公式ＬＩＮＥ、広報紙などあらゆる広報

媒体を有効に活用して、わかりやすい広報、啓発を行

います。

１００

男女平等参画の実現は、社会の多様性と活力を高

め、経済の持続的な発展及び男女間の実質的な機会

の平等をもたらすことから、ワーク・ライフ・バランスの

実現に向けて働き方改革を推進するとともに、男女平

等参画の理念等に関する正しい理解が深まるよう、市

公式ウェブサイトや市公式ＬＩＮＥ、広報紙などあらゆる

広報媒体を有効に活用して、わかりやすい広報、啓発

を行います。

１０２ 教育委員会など多岐にわたっています。 １０２ 教育委員会など多岐に渡っています。

１０３ 時代に即した適切な計画内容の見直しを １０３ 時代に即した適切な見直しを


